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会      議      録 

会議の名称 平成２３年度第８回計画策定専門委員会 

事 務 局 

佐久間福祉保健部長・高橋介護福祉課長・上石介護福祉課長補佐 

岡本介護保険係主任・本木包括支援係長・樋口認定係長 

本多高齢福祉係長 

開 催 日 時 平成２４年１月２６日１４時００分から１６時３０分まで 

開 催 場 所 小金井市役所 第二庁舎 801会議室 

出 席 者 
市川委員長・増田委員・浜本委員・畠山委員・竹内委員・高田委員・ 

鈴木委員・篠田委員・川畑委員・恩田委員・大鳥委員 

傍聴の可否    ○可   ・  一部不可  ・  不可 

傍 聴 者 数 １名 

傍聴不可等

の理由等 
 

議 題 
（１） 小金井市介護保険・高齢者保健福祉総合事業計画について 

（２） 今後の予定、その他 

会 議 結 果  
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開会あいさつ 

欠席 － 上原委員 

あいさつ 

あいさつ、 

事務局より連絡事項があります。お願いします。 

 

資料確認 

議事開始 

では、議事に入らせていただきます。議題（１）「小金井市介護保

険・高齢者保健福祉総合事業計画について」、議題としたいと思いま

す。事務局お願いします。 

 

介護福祉課長の高橋です。本日はよろしくお願いいたします。 

それでは、事前に配布をさせていただきました「小金井市介護保

険・高齢者保健福祉総合事業計画」の第５章にあたります「介護保険

事業計画」の資料で簡単にご説明させていただきます。 

（資料の説明） 

 

ありがとうございます。確認ですが、この総合計画という素案は、

パブリックコメントをもらっているのでしたか。 

 

今ちょうど、パブリックコメントを実施している最中です。２月３

日までということです。 

 

この介護保険のこの部分、どう取り扱うのでしたか。 

 

基本的に、前回もパブリックコメントという形では、この金額のと

ころは出してないと聞いています。ただ、議会のほうでも、計画の一

部分として、決まってしまう前に市民の方の目に触れるような機会が

ないとおかしいのではないかというご意見をいただいていますので、

もう一度、今日ご意見いただいた部分等の精査をしたあとで、できる

だけ２月の早い時期に、市報掲載は間に合わないのですが、高齢者の

方に見ていただきたいというところがございますので、地域包括支援

センターの４か所と、介護福祉課の窓口等も含めて、幾つかの施設
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に、この部分のコピーしたものを置かせていただく、またホームペー

ジに掲載させていただく等の形をとって、ご意見をいただく期間を短

くなってしまうかと思いますけれども、設けたいと考えています。 

 

確か、前回、議会から保険料も入れた計画を立てるようにというこ

とだったでしたか。それで、これができたということですから、一定

の時間が必要だったということですね。そこで、これを何らかの形で

公開をしていきますと。差し当たっては、ここでの議論になるという

ことになるとは思います。 

では、いかがでしょうか。特に、今日の５期の計画、素案のところ

で、ご議論いただきたいのであります。 

 

介護報酬の引き上げについて、小金井市は適用地域が特甲地の３に

なったと。10％の上乗せというのは、介護報酬にして２％に、10％の

上乗せになるのか、ただ、これは最終的にいろいろあって、介護報酬

の基本に対する上乗せ分は、9.4％ということでいいのでしょうか。 

 

先ほど一番最初にお示しした＋1.2％というのは、全国的に、地域

区分を含めた部分で、総トータルでの考え方での＋1.2だという形

で、都から示されたときには説明を受けています。ですので、1.2の

中に介護報酬の部分等も含まれている形と考えているのです。ですの

で、＋1.2の中で、小金井市は４期も５期も示された部分というの

は、10％という地域区分の割増部分で変わっていませんので、そこに

たいして大きな変化はないと考えています。 

ただ、地域区分の考え方の、先ほどお話しした14ページのところで

す。それぞれ地域区分というのは、示されている一番下の表の、「上

乗せ割合」と書いてあるところの上段のパーセンテージが地域区分の

値、上乗せの割合ですけれども、そこに対して、一律、財政中立とい

う考え方というもので引き下げられる部分が出てくると。それについ

ては、地域区分のところから引かれるような形に出ているのですけれ

ども、それについては、この10月の時点では約0.6％の切り下げとい

う形になっているのですが、先ほどお話したとおりに、地域区分がこ

の第５期の３年間だけという形での適用で、幾つか東京都内の26市な

どを見ると、先ほどの10ページの表で、もともと国の考えていた区分

よりも、上乗せ割合が下がっている市区町村があるのです。 

例えば、武蔵野市なのですが、武蔵野市の現状が特甲地、うちと同
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じ＋10％なのです。初め国の示した地域区分の見直しに関して言え

ば、特甲地の１、15％になる地域だったのです。ただ、10ページの表

で武蔵野市の一番右側を見ていただくと、特甲地の１から、この３年

間は特甲地の２の12％になっているのです。 

ざっと見ると、国のもともとの考え方のところで、現状よりもパー

センテージが上がるという市町村はありました。ただ、最終的に見直

し後の状況と、一番右の第５期の期間の適用地域を見ていただくと、

実際にパーセンテージが、上乗せ割合が増えているところというのは

ほとんどないのです。大体がこの計画期間中、本当は15％だけれども

12％にするというようなところは、武蔵野市以外にも幾つかあったり

するのです。なので、多分この上乗せを少し抑えたところで、その－

0.6％という部分が、0.1％落ちたのではないのかなと、うちのほうで

は考えているところです。 

 

もっと単純に聞きたいのだけど、介護報酬の改定率が居宅と施設を

含めて1.2％ですね。それで、小金井市の場合は、地域区分は現行よ

りもちょっと、特甲地３になって10％上乗せだと。ただし、0.6％切

り下げるということで、最終的には9.4％上乗せが決まるということ

なのでしょうか。1.2％との関係は、どうなのですか。 

 

小金井市の場合でいくと、もともと小金井市は特甲地でした。もと

もとの考えから＋10％というところは、変わっていないのです。つま

りは、第４期のときも第５期のときも、小金井の報酬は、一番基本の

ところに＋10％する地域ということなのです。 

そうすると、小金井において、４期と５期のところで、そこでの報

酬の改定はないことになり、０になります。ただ、財政中立という考

え方で切り下げられるパーセンテージというのは、全体的に見て決ま

ってくるものだと思います。そうすると、先ほど、最初は約0.6％の

切り下げということでしたけれども、ここの部分が多分0.5％になっ

たと考えられます。全体的な部分が＋1.2だったので、トータルで考

えると、その分を差し引くと0.7％くらいの引き上げになると。で

も、実際には、サービスごとに引き上げ率が変わってくるので、トー

タルでそういう上げ下げを見たところで、上がりの幅は0.7％が最終

と考えていただければよろしいかと思います。 

 

分かりにくいですね。まあいいです。 
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要するに、1.2％が0.7％になるのですよね。 

 

そうです。 

 

私も、この計算は毎回毎回、頭を痛めているのです。でも、公的な

部分で計算を積み重ねていくと、そういう額になるということであり

ます。いかがでしょうか。 

 

ちょっと関連して、地域区分の関係なのですが、例えば小金井は特

甲地が３だと。それに対して、府中なり近隣の市の多くが特甲地２だ

と。単純に考えると、なぜほかのところは２で、小金井は３なのだろ

うという疑問が湧くのです。ここで議論してもしょうがないのですけ

れど、ちょっとそういう感じがしています。細かい算式を言うときり

がないので、印象としてはそういう印象です。 

 

この介護報酬の地域区分については、先ほどお示ししているとおり

に、11ページのところからの資料に考え方は載っています。ただ、こ

の考え方に対して、例えばこの多摩の26市の部分で、実際に今回第５

期の地域区分として10％になっているところは、小金井と三鷹と、あ

と２市くらいなのです。ほかは15％か12％のところに割り当てられ

て、最終的には、先ほどお話したとおりに、結果、何市かは15％から

３年間だけは12％でいいですよという形のものが出ています。 

それについては、これは介護報酬だけではなくて診療報酬等にも、

もう既に適用されているような考え方だと聞いているのですけれど

も、それぞれのところで本当に納得がいかないということも聞いてお

りますし、実際、この決め方としては、小金井市の場合は13ページの

ところに、適用の方法は国家公務員の地域手当に準拠することを基準

としています。これに当てはめていくと、小金井市は次の下の段にあ

る「国の官署が所在しない」という地域区分の適用がない所に当たる

そうで、本当は「その他」地域という形になって、加算０だという話

を聞いています。 

ただ、小金井市を囲む近隣の市区町村の中で、一番低い所が三鷹市

さんの10％のところがあったので、そこに引き上げられるという診療

報酬か何かのときに考えられた一定の考え方を適用として、小金井市

は隣接する一番低いところに引き上げられて、特甲地の10％のところ

に位置付けられるというような説明がされたということです。 
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どうもありがとうございました。ただ、地域区分は事業者サイドか

ら見ますと、収入が減るのでみんなピリピリしているので、それでち

ょっと聞いたのです。 

 

今のに関連してなのですけれども、本当におっしゃるとおり、民間

の事業者にとっては非常に大きな問題でして、確か一度、中間発表の

ようなものが出たときには民間の事業者で集まって、ちょっと要望書

を出そうということで、確か要望書を出したと思うのですけれども、

本当に大きな問題です。これは、例えば市から国に、これはないので

はないかみたいな申し入れみたいなものはされないのでしょうか。も

う、言われるがままという形になるのでしょうか。 

 

今、お話があったように、この地域区分の加算に関しては、事業者

側から見ると下がることはとても大きいことという部分もございま

す。あともう１つ、考え方としてなのですけれども、介護報酬に加算

があるということは、それがサービスを使う側からすると自己負担額

が上がる、もしくは給付費そのものに反映されてきますので、この介

護保険料にも影響を与える部分がございます。事業者の側からすれ

ば、収入が減る部分では低くなるのはとても大きい問題ですし、一

方、利用者さんの自己負担が大きくなる、もしくは保険料の負担が大

きくなって、ほかに使えるお金がなくなってしまったということでサ

ービスを控えると、それはそれで利用者が減ってしまうのでそれも問

題という形で、そういう両面があると聞いています。 

先ほど来、お話したとおりに、やはり給付費等に影響を与えるとこ

ろで、各市状況は、上がる所もあれば下がる所もあったので、いろい

ろ考えて、国のほうに要望を上げている所もございました。その一定

の要望を聞いた結果が、先ほどの10ページの資料にあった第５期の期

間についての適用地域だと聞いているのです。 

要望書につきましては、市内の特別養護老人ホームのほうからと、

あとは一定事業者のほうから年末にいただいたものがございます。市

のほうからは、一度、地域手当に関して、国が都道府県を通して調査

を行ったものが秋口にございまして、その際に小金井市の場合には、

そういう事業所から、１つは要望を受けていたものがございましたの

で、その調査の内容があくまでも特甲地以外の所で区分が２段階上が

るような所に対して、国が示した経過措置に対する意見を求めるよう
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な調査でした。その際に対象とならない地域でしたけれども、一定事

業者さんからはいろいろな意見をいただいていると。なので、特甲地

等の国が考えている経過措置対象外の所にも、きちんと意見を正式な

場で聞くような所をもってほしいという形で小金井市の要望を挙げま

した。他市では確かに、高すぎるので下げてほしいとか、上げてほし

いという要望をした所もあると聞いております。それに対して、国が

要望に沿う形も含めて一定のルールを決めて計上したのが、10ページ

の右側の値という形になっています。 

ですので、例えば、先ほど武蔵野市を例に挙げさせていただきまし

たが、別の市で同じく国の案では特甲地１で、10％から15％に上がっ

ているのですけれども、実際に今回示されたところでは15％のままと

いうような市町村もあるようですので、そこは国のほうで各市の要望

等を踏まえて考えたというところは一つあります。 

昨日出た資料の中で、この地域区分の３年間の考え方というものを

示されたかと思うのですけれども、確か区分を下げるほうについて

は、できるだけ市の要望に沿うような形で対応、上げる部分に関して

は、国家公務員の地域手当の区分を上限とするというような条件を付

けて対応したと書いてありましたので、基本的に上がっていないよう

な状況はあったかと思います。 

 

分かりました。そうですね、何か事業者にとっていいと、ご利用者

にとっては少し不利になると言われてしまうと、本当に何も言えなく

なってしまうのですけれども、ただやはり、近隣の市と差があるとい

うのは、納得がいかないというところは本音の部分です。以上です。 

 

確かに、今、委員がおっしゃいましたように、地域区分があること

自体も問題だと思いますし、受けるサービス、事業所の数もそうです

ね。事業者さんと利用者さんが、それぞれ地域格差があるということ

に大きな問題があると思います。それは、やはり介護保険だけではな

く、障害の分野についても同じということが言えると思いますので、

今後、市長会等を通して、地域格差についての要望は上げていく必要

があると思っております。 

もちろん、事業所の方々がサービスを提供していただかないと、利

用者さんは使うことができません。ですので、一定事業所の方が円滑

な運営ができるということ、事業運営の基盤が確立されることは非常

に大事なことだと思っております。また、利用者の方々が安心して使



 

 - 8 - 

 

 

 

 

 

市川委員長 

 

 

介護福祉課長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市川委員長 

 

 

 

 

介護福祉課長 

 

 

 

市川委員長 

 

 

大鳥委員 

 

 

介護福祉課長 

 

える状況も設定が必要だと思っておりますので、どちらもうまくいく

というのは非常に難しいとは思うのですけれども、１つの制度を使う

のに地域格差があるということの重要性、そういったことを、やはり

国に上げていく必要があるとは思っております。以上です。 

 

基本的に以前と比べて報酬はどうなるのですか。10％だけど0.6下

がるのですか。 

 

もともと国は、プラス２％というところを、介護報酬に関しては上

げていったところです。それについては、確かに下がっているという

こともあるので、これについては社会的なり地域なり調整等の関係も

あるかとは思いますけれども、それについては今回、昨日示された内

容も、多分、国の施策を反映する上での誘導部分があって、サービス

ごとに、だいぶ格差が出ていることは確かだと思います。まだ、細か

く見きれてないのですが、もともと、大枠で示された時点でも、在宅

のサービスについては＋1.0％、施設については＋0.2％というところ

も示されておりますので、そこを勘案しても厳しいところは確かだと

思います。 

 

少なくとも既存の報酬とどれくらい具体的に変わってくるか、ちょ

っと見てみないとそれぞれのサービスによって違う。 

ただ、なぜこういうふうに違うのかとかは、根拠がなかなか見えに

くい。これは小金井市の議論ではありません。 

 

介護報酬のみということではなくて、ほかにも適用を受けている地

域区分のようなものについては、やはり福祉障害等の中では、毎回見

直し要望の事項として挙がっているものになっていると見ています。 

 

今、部長さんがおっしゃったことは大切なことです。 

あといかがでしょうか。 

 

調整交付金の率なのですけれども、これは、この地域区分に関係あ

りますか。 

 

こちらは、区分には関係ないです。 
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関係ない。そうしたら、この率はどういう基準で決められてくるの

でしょうか。 

 

介護保険係の岡本です。調整交付金の額については、国が求めるき

ちんとした数式があるのですけれども、その保険者、例えば小金井市

における高齢者の人口の割合であったり、高齢者の人口のうちのさら

に75歳以上の人口比率とか、所得段階などによってこの率が変わって

きます。例えば、高齢者人口のうち後期高齢者の比率が高く、認定率

が高い場合や、所得の低い方が多い保険者に対しては、この調整交付

金を手厚く配分しています。逆に所得の高い方がたくさんいるような

所については、調整交付金の率を引き下げて保険料で賄ってもらうと

いう考えの下、率が設定されております。 

 

分かりました。 

 

ほかにいかがですか。 

 

少しお伺いしたいのですけれども、「保険料収納必要額」というと

ころで、「本市における保険料基準月額を4,800円」と先ほど少し説明

があったのですけれども、この4,800円という基準というのは、この

4,800円を保険料として支払っている第１号被保険者は、「本人が市民

税非課税で、世帯に市民税課税者がいる、及び特例第４段階以外とす

る」とあるのですけれども、要するに本人が市民税を払っていないと

いう基準というのは、小金井市だけで決めていることなのでしょう

か。それともほかの市でも全部、こういう段階で基準額を決めて、そ

れに基づいて下も上もという金額を査定しているのでしょうか。 

 

介護保険係の岡本です。基準額というのは、全国一律に設定されて

いるもので、基準額の段階の考え方は同じで、本人は市民税非課税だ

けれども、世帯の中に課税者がいるというところを国は基準としてい

ます。したがって、そこはどこの市町村に行っても同じ基準です。そ

こを基準として国は、先ほどお話した６段階区分を設定しているとこ

ろですが、保険者によって多段階化することも構わないよということ

で、小金井市においては、この第５期について15段階に分けさせてい

ただく形になっております。 

以上です。 
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分かりました。 

 

いかがでしょうか。 

 

意見ですけれど、多段階化と13段階に分けて低所得の方の上げ幅を

できるだけ抑えるというやり方は、一つはいいかなと思うのですけれ

ども、全体的に言うと介護保険料だけではなくて、実は国民健康保険

税も相当上がるような状況ではないかと思っているのです。均等割と

いうのは、確か7,000円くらいだったと思うのですが、それが１万7,0

00円くらいになると、そうすると後期高齢者医療保険料、介護保険

料、国保税というものを足していくと、相当市民の生活というのは大

変ではないかと思うのです。一応私は、この多段階にしていくという

考え方には賛成ですけれど、4,800円は、先ほどの試算をずっと聞い

ていると仕方ないかと思ったりしているのです。ただし、これは３年

間の計画どおりいった段階での試算でしょうね。だから、施設の整備

だとか利用者の数だとかいうものを含めてだと思うのです。 

 

意見でよろしいですか。 

 

はい。 

 

基金について２億円あったというのは、前回、一応残しておきまし

たかね。 

 

では、そこを説明させてください。こちらお手元に今日配布させて

いただいた資料なのですけれども、こちらの真ん中に載せさせていた

だいた第４期の計画期間の、平成23年度の末の金額２億1,800万円な

のですが、実は、先ほどご説明したとき、うまく説明できなかったの

ですけれども、本当はこの第４期の３年間で、当初持っていた５億5,

000万円くらいのものを、500万円から1,000万円残して、ほかは全部

繰り入れるつもりでおりました。そうしないと、3,600円という基準

月額は保てないという計算値だったのです。ただ実際問題、本当は50

0万円から1,000万円しか残らないはずだったものが２億1,800万円残

る見込みです。残っているのだからもっと抑えられるのではないかと

皆さんお考えになるかと思います。 
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こちらのほう、今の真ん中の４期の計画値ですね。一番上の介護給

付費の金額と実績値のところをご覧いただくと、21年度と22年度につ

きましては、計画値に対して下の実績値のほう、少ない形にはなって

いるかと思います。ここで余った分がそれなりにあるのですが、平成

23年度をご覧ください。計画値に対して、ここで初めて実績値のほう

を上回る見込みが実はあって、ちょうど介護給付費が実際に皆さんが

サービスを使ってから２か月後くらいに請求が来るのですが、ここ最

近の請求の額が急激に伸びているところがございます。ですので、実

績値の介護給付費とある下の段に「対前年度比」という比率が出てい

ます。前年と比べた介護給付費の伸び率を示しているのですけれど

も、ここを第３期のときから比べていただくと、平成18年度のときに

は前の年よりも伸びない、つまりはサービスを使っていないような年

もあったのですが、19、20年という段階で、平成20年からは前年度比

６％以上になっています。今年度、平成23年度に関しましては、前年

度比率8.1％くらいの伸びを見込まざるを得ない。実は予算が足りな

くなる見込みで、この23年度末３月の議会で、増額の補正をする予定

になっています。 

実際には少し前まで余る金額、２億1,800万円ではなくて２億4,000

万円と、確か前回までの策定委員会のほうでも、そのくらい余りそう

ですよというお話をしていたかと思うのですけれども、一気に給付費

が伸びてきている状況がございまして、こちらのほう、残る見込みを

少し減らさざるを得ないような状況になっています。 

ただ、このように今まで過去、第３期までの間、確かに計画で見込

んだよりも実際にサービスを使っていただく量というのは、計画値よ

りも少ないような形で推移してきたところなのですが、ここ平成23年

度になりまして、計画値にほぼ追い付く、もしくは追い越していくよ

うな状況が出てきているところがございまして、第５期の給付費に関

しましても、その伸び率等を勘案して、毎年人口増を含めて伸びを試

算しているところでございます。 

 

基本的にはこの前の議論の中でも、要するに目標値と実数値の違い

は何ですかという議論が何回か出たわけであります。ただ、ずっと居

宅サービスの介護の８、９ページを見ると、例えば８ページ介護給付

の中の①で、かなり額が大きくなるところで、例えば訪問介護が実数

値を上げていますね。訪問介護は、利用度が非常に多いですから額は

違いますが、実数値のほうが上回っている。また、リハビリテーショ
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ンもそうです。要するに目標値に到達しないものと、それから到達し

たものとあって、到達しないものというのは、むしろ、そもそもサー

ビスを提供する対象がいなかった場合もあります。通所介護も実数伸

びているし、訪問介護も伸びているし、今後、今回の結果をふまえて

数値を示すことが必要です。そういうところを見込んでこの数値がで

きていると。 

ただ、２億円あったというのは幸いのところで、それが引き下げて

いるけれど、本来は使ってもいいというところだったわけで、そうい

う意味では、今年は待った無しかと思ったら、次回が待った無しにな

ってしまったという。２億円あったということ自体は、これだけ下が

っていますのでね。ただ、利用していなかった人も多いということ

は、実施主体というか、市としても検討をしていただかないといけな

いところです。 

ただ、大きいところは伸びているから、ある意味でも本当に一定の

成果が上がっているのだろうというふうに、私は認識できるわけで

す。それに合った、いわゆる今回の保険料にしたということに基づい

て、先ほどの取り崩しで231円も下がったと。それで5,000円を超えな

かったと。5,000円が政策数値になっているようですから、そういう

視点もあったのではないかと思います。いかがですか。 

 

今、課長の話で、ここ最近利用が増えているという話があって、準

備基金のほうの金額が少し減ってしまったという話があったのです

が、最近増えているサービスに何か傾向があるのか、ないのか。もし

ある場合は、それは市としてどのように考えているのかといったとこ

ろを教えていただければと思います。 

 

介護保険係の岡本です。大きく給付費が伸びているサービスとし

て、１番は、やはり特定施設、いわゆる有料老人ホームです。こちら

の伸びは大きいです。２番目が通所介護。有料老人ホームでいうと、

平成20年度の決算値と23年の決算見込みを比べると、利用者が月約10

0人増えています。給付費を比べると20年と23年の見込みで、約２億

3,000万円増えています。有料で100人増えるというのは、この第４期

については、市内に有料老人ホームはできていないのですけれども、

市内で特養とか施設数が少ないから、比較的所得の高い人が市外の有

料に入っているのかなと推測されるのですが、100人増えてしまうと

いうのは結構なことだと思うのです。市内に100人の施設が１個でき
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たのと同意義な伸びですので、ここについては、今後も一定程度数字

は伸びていくことは予想されます。 

通所介護については、平成18年に訪問介護の関係でいろいろ問題が

あったときから、一定、毎年10数％の伸びで推移してきています。今

年についても、見込みとしては前年対比14～15％は伸びていくだろう

と思っているところです。 

あと、額はそんなに大きくないのですが、市内で最近著しい伸びを

示しているのは訪問リハビリテーションです。市内の太陽病院さんが

訪問リハに力を入れ始めたという話は聞いております。平成20年度の

訪問リハビリの給付費が655万円だったところが、平成23年度の見込

みとして2,600万円程度になるのではないか。４倍以上ですね。なの

で、ひとつこういう大きい所が力を入れ始めると、急激に給付費も伸

びていくことがあるなという印象です。大きい所については、以上で

す。 

 

これは、今の有料老人ホームと言ったのは、介護給付のところのど

こになりますか。10番ですか。 

 

「特定施設入所者生活介護」と呼ばれるサービスになるのですけれ

ども、市外の施設を使っても、住所地特例で小金井市が保険者となる

施設になっております。 

 

要するに、ある意味、そういう事情は自然増なのかもしれません

ね。サービスを必要とする人は、それだけ高齢化が急激に進んでいる

というか、要介護者が増えているという考え方でいいのですか。 

 

そうですね。高齢者に対する認定者の数、それを率で求めると認定

率になると思うのですけれども、年々やはり認定率が増加していると

ころでございます。介護保険の制度的なもので周知が進んできている

というのもあるのかもしれませんが、あとは昔と比べて、世帯構成で

あったり高齢者世帯だけになってしまったとか、子どもと一緒に住ん

でいないとか、子どもが共働きのために介護ができないとか、いろい

ろな要因があると思いますが、高齢者の人口に対する認定者数の割合

も年々増加しているところなので、飛躍的に給付費については増加し

ているのかなという考えを持っています。 
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そういうご理解でいっていただいたほうが、基本的なところはそう

です。確か、元気印の高齢者も小金井市は多いのですね。ですから、

それを何とかして維持していかなければいけないという、これは良い

老後を送っていただくということは必要なのですけれど、やはり一定

層が当然老いていけば介護は必要となる状態になってくる。それに確

か、１人とか単身が多くなっていましたね。割合として単身とか老人

夫婦のみの世帯が多いから、当然サービスは利用していくということ

が不可欠になるということです。 

 

それに関連して、地域密着型サービスで、平成24年に整備を目指し

ますという「24時間対応定期巡回」というのは、いつくらいからサー

ビスが使えるとか、そういう具体的なものが進んでいれば、少し教え

ていただきたいのですが。 

 

介護保険係の岡本です。こちらについては、実際、昨日報酬につい

ても示されたばかりで、運営基準についてもその中に一定少し示され

ていた部分もあるかと思うのですけれども、こちらを始めるに当たっ

ては、まず、地域密着型サービスですので市が指定をしなければいけ

ません。そのためには、市の指定の規則を改正しなければいけないと

いうこともありますので、４月１日からやりますよとか、４月１日か

ら募集しますというお答えは、今の段階ではできませんが、この24時

間をやりたいという事業者さんから、既にご相談はいただいていると

ころです。もし、小金井市のほうで整備の予定があれば、ぜひお声を

掛けてくださいというご相談は受けているところですので、こちらと

しても手続きの事務の関係がありますけれども、整い次第、整備に向

けて一刻も早く動き始めたいと思っているところです。 

 

ありがとうございました。よろしいですか。それと、ここの利用対

象はどうやって想定していましたか。これはターミナルケアの議論も

入っていましたか、要するに終末ケアという。全く別の議論ですか。 

 

そうですね、私たちも初め、このサービス自体、少し取り違えてい

た部分があったのです。初めの認識では、夜間対応型の24時間バージ

ョンなのかなと思っていた部分もあったのですが、実際にいろいろ話

を聞いてみると、在宅での生活を重度化しても、できる限り続けてい

くためのサービスであると。そのため費用についても定額制ですけれ
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ども、施設までとはいわないですけれども、施設なみの費用が必要に

なってくるようなサービスです。事業者の方もこのサービスのライバ

ルとしては、施設がライバルですと言い切っておりましたので、重度

化した人の在宅生活を続けるためのサービスという位置づけとして、

市のほうも見ております。 

 

確か、昨日提示された介護報酬のレベルでは、介護度別に単位数と

いうか金額というのを提示していて、このサービスにつきましては、

要介護５の方ですと自己負担が３万円程度、つまりは30万程度の月額

のお金が、公費負担分も含めて想定をされているようなサービスとい

うことで位置付けがあります。 

 

病院とか医師会の関わり、桜町病院でのターミナルケアとの連携も

お考えください。要望です。ほかにいかがでしょうか。 

 

先ほど有料老人ホームのところで、住所地特例ということで説明が

あったのですが、広域施設の場合、例えば有料老人ホーム、今、平成

23年で６施設170人、これは市で全部負担しているということです

か。有料老人ホーム170人定員でも、確かにいっぱい入っていますよ

ね。 

 

今、市内にある施設については有料老人ホームでも種類がありまし

て、混合型と呼ばれるものと介護専用型と呼ばれるものがあります。

混合型というのは、介護認定を持っていない方も入れるのです。ご高

齢になって自宅での生活は少し不安だから、有料老人ホームで、生活

をしていきたいという方も入れる施設になっています。その方がお体

が弱くなってきて要介護状態になっても、ずっと住み続けて介護のサ

ービスが受けられる施設になるのです。現在市内の有料老人ホームに

ついて、他市の方ももちろん利用されています。ただし、自立の方、

要介護認定を持っていない方というのもかなりの割合がいらっしゃい

まして、１施設当たりで見ると、要介護度を持っていて利用されてい

る方というのは、定員に対してそれほど今は多くないような状態で

す。 

それに対し、平成24年に52床と今見込んでいる施設については介護

専用型の施設でやりたいというお話しをいただいております。介護専

用型というのは要介護度を持っている方しか入れません。ただ、入る
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方については他市の方も入れますので、全てを小金井市民が使うとは

見込んでいないのです。施設についてもそういう種類がありまして、

今、市内にある施設定員170人について170人全員市民が使っているか

というとそうでもないですし、介護を持っている方の数でいえば、２

分の１、３分の１いるかどうかだと思います。ちょっと資料がないの

で、詳細なことはお答えできないですけれども、それほど定員に対し

ては多くないという認識です。 

 

今のに関連してお聞きしたのですけれども、例えば特別養護老人ホ

ームが、現在ですと２施設で196人ありますが、このサービス料の見

込みを計算する場合、定員で計算しているわけですか。それとも、小

金井市民が他市にいっぱい入っていますね。 

 

見込みを立てるに当たっては、過去の実績を踏まえつつ、今後の25

年に見込んでいる施設整備で、新たに発生するであろう利用者とかを

見込んで、推計を立てている状況です。 

 

見込みでいけば、他市の特別養護老人ホームに小金井市から住所を

そちらに移した方のような分も、見込みの中に入っています。逆に市

内の施設のほうで他市の人が入っている部分については、小金井市が

見る部分ではないので、これについては除いている。ただ、先ほどお

話ししたとおりに、施設整備で一応、平成25年度までに100床くらい

の施設を建てたとしても、そこの100人全員載せているわけではなく

て、一定パーセンテージは他市の人が入ると考えて、そこを除いた形

の見込みはしているところです。 

 

分かりました。それで今関連してですが、25年度の１施設というの

は、先ほどの説明では、まだ具体的には決まっていない。ただ要望が

強いので載せてあると、そういうことでよろしいですか。 

 

はい。小金井市の施設整備率が低いこともございまして、施設を整

備したときの補助金等の率が少し上乗せになったりしますので、そう

いうところをアピールしながら施設の誘致を考えたい。また、ちょっ

とこの３年間には難しいと思うところですけれども、例えば市内の団

地の建替え等の計画が出てきた際には、そういうところにも相談しな

がら、高齢者が受け入れられるような施設も併せて、近隣で設置が出
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来るようなことをご相談できないかというようなことは考えていきた

いとは思っています。 

 

すみません、補足ですけれども、今の介護老人福祉施設の24年度の

施設につきましては、同じページの真ん中あたりに（６）のところが

ありまして、そのすぐ下の○「広域型の施設うんぬん」というところ

のすぐ下のところになりますが、400人弱となっているということ

は、待機者が400弱いらっしゃるわけです。ここ10年ほど、小金井市

内には特別養護老人ホームは建設されておりません。小金井市とし

て、非常に重い課題だと考えております。やはりこの400名の待機者

がいるということは、重要な課題でございますので、この３年間のど

こかで100床ほどの１施設が必要であるというのが、市の考え方であ

るというようにご理解いただけますでしょうか。 

 

少し話がずれるかもしれませんが、今、おっしゃった、例えば小規

模特養というのは、全然、全く計画には載っていないのですけれど

も、そういうところも入ってくると、少しずつでも解消するのではな

いかなと、一つは思っております。 

あともう一つ、ここで申していいのか分からないですけれど、この

介護保険は３年に一度必ず見直しされて、今回のように、やはり国が

決まるのが１月の昨日あたりと、だんだんそういうふうになってきて

いて、事業者側としても非常に厳しい２月、３月でご利用者さんに説

明しないといけないことがあったりとか、経営的なことを考えたりし

なければいけないこと。ましてや、こういう計画もそうなのですけれ

ども、あまりにもくるくる変わるというか、方向性も、デイサービス

などもおいても、当初、介護保険が入ったとき、レスパイトケアは問

題ではないかと言われながら、今度、さらなる延長のレスパイトケア

に話がいっているということで、何かもう少し議論するにしてもお時

間ができるような形に……。これはここの場だけではないのでしょう

けれど、国に対しても、何か意見として上げるところがないのかなと

いうふうに少し思いました。 

せっかく計画を立てようと思っても、事業者側のことだけを申し上

げるかもしれませんけれども、私たちもある程度の計画の中で、例え

ば小金井市にお手伝いをして、この中で計画を練っていこうとして

も、番狂わせのようにこの２月、３月で計画が倒れるような形になる

ので、介護のサービス自体を考えようと思っても、非常に厳しいとい
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うのが事業者側としても、あと市民としても、利用者さんのご老人に

説明するにしてもころころ変わるので、とてもそこに時間を要すると

いうのが介護保険だなと思っておりますので、その辺が何かとかなら

ないのかなと、ちょっとこの計画の上でも思いました。 

 

それは、やはり市として、きちんと捉えていただいて出していただ

かないと。 

 

今の意見で付け加えて、全く同感ですけれども、ご利用者さんにと

っても３年に一度変わるというのはとてもついていけない状況で、も

う介護保険が始まったときから、ご利用者さんについては全く考えら

れてないのではないかと思うくらい複雑な制度で、さらにそれが３年

ごとに変わっていって、とてもご利用者さんはもう説明しても分から

ない方というのはとても多くて、私たちも非常に苦慮しています。 

例えばですけれども、今度の改正で、細かい具体例で申し訳ないで

すが、確か今まで、通所のリハビリ施設で８回以上のリハビリがある

と加算がつくと。それが今度の改正で８回未満でもつくと。まだ決定

かどうか、私は知らないのですけれども、そういったのが打ち出され

ています。その８回以上というのを１回説明して、ご利用者さん皆さ

ん分からなくて、とにかく加算になりますからと、それが今度は８回

以下でもＯＫと。またそれを説明しないといけない。そういったこと

がとてもたくさんあるので、本当にご利用者さんとって全然分からな

い。介護保険は、いったい誰のためのものなのだろうと思ってしまう

ことがありますので、変え方もそうですし、ご利用者さんに沿ったよ

うにしてもらいたいというのが要望としてあります。 

 

ありがとうございました。そうしたら、あと、今までも医療とも随

時関係してきたし、それについては記録としてとってありますから、

それは個別に議論していただくのと、あと、今度、たんの吸引を介護

職員ができるということでしたけれど、あれは一定の研修を受けたと

いう前提でしたが、研修を受けられないという。要するに、なかなか

出られない、また割り当てがあるということで、このことは審議会で

随分議論になりました。ということは言っておいて、しかし、では誰

がやるのかということがなかなかできなかったり。 

そういう意味では、30ページの人材の確保というところに、事業者

支援とか、人材の確保育成というところもあるわけでありますけれど
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も、少なくても改革にあったことをする。改正を出したならば、そこ

に対して、どうそれだけの人を確保するか。30ページに「サービス見

込み量確保のための方策」とあります。その中に「人材の確保・育成

とか事業者の支援」とあるならば、それを少し、都とも相談して直接

的に議論していくことが、私は必要だと思います。その時に実際、可

能として、じゃあやる人がいないという、そういうところは、やはり

避けていかなくてはいけないというふうに思いますし、ヘルパーさん

も介護職員も大変ですよね。このたんの吸引は一番厳しい。お年寄り

は嫌がる。そこに面と向かうというのは、よほど気をつけてバックア

ップしておかなくてはいけないので。傷つけてはいけない人、お年寄

りですね。そこはもう少しきちっとしておいたほうがよろしいかと思

います。 

あと、人材の確保・育成のところで、前も出たと思いますけれど

も、小規模の所は研修とかなかなか出にくいので、そこをどうバック

アップするかということも、今すぐという議論ではなくて、度々申し

上げたところであったから、そこも計画の中で出すということが必要

だと思います。文言としては「小規模うんぬん」というのは出てこな

いのですよね。だから、議論をしてきちんと出していただきたいと思

います。大きい所は、比較的人数の融通が利くから行けるのですけれ

ど、在宅の所ではできにくいというところがありますから。 

その場所はありますか。 

 

そうしましたら、そちらにつきましては検討させていただいて、文

言等を考えさせていただきたいと思います。 

 

そうですね、ありがとうございます。ほかいかがでしょうか。 

 

一般論になるかもしれないのですけれど、今、予算を一生懸命、皆

さん言っているのですけれども、予算の中に、予算よりも利用者数が

少なかったという項目もありましたし、それから利用者側の意見でも

高すぎるという意見もありましたし、ここにいらっしゃる鈴木さん、

施設の関係者もいらっしゃるのですけれども、皆さんの意見を聞く

と、この中に人件費という割合が全然載ってこないのです。そうする

と受けきれない。人はサービスを提供したいけれど、職員不足でやり

きれない。職員も、私もあるところに顔を出しているのですけれど、

１か月前に行ったら、次の月にはもう若い子はいなかった。そういう
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予算と利用者負担がすごく増えるのは分かりますけども、予算の中の

人件費をどういうふうに、３年に１回、ころころ、ころころ変わって

利用負担はかかる。でも、利用者負担が増えるのも非常に身にしみて

分かるのですけれども、今度はそれを運営しているほうにしてみる

と、では辞めたからまた補充して、あるいはニーズが多いから補充し

てという、予算はこん中で全然見えてこないのですけれども、その辺

はいかがでしょうか。 

 

どうですか。これは基本的に単価が決まって、そして事業所が具体

的な数値を決める。それがある意味で、報酬ということでいくわけ

で、報酬が低くなって厳しいと、先ほど、恩田委員がもっと明確に出

してほしいとか、あと在宅のパーセントの上乗せがあるというような

ことを計算していますが、個々の事業者については人件費というと、

そこら辺はなかなか介護保険では入りにくいところかもしれません。

大枠を設けて、そこで事業ができるかどうか。それに対して誘導して

いく補助金を出して、例えば少し導入に入れるような仕組みをつくる

とかいうのですけれど、どうですか。 

 

参考までに申し上げますと、大体、事業所は、人件費を70％以内に

抑えようと努力していると。そうしないと健全な運営はできないとい

う状態です。だから、この介護報酬のうち70％以下にどうやって抑え

るか、それが基本なのです。 

 

この70％以下、おっしゃるとおりよく分かるのですけれど、70％以

下に抑えるとしわ寄せが非常にいろいろなところに来まして、例えば

老健施設なり、あるいは在宅介護施設などで、事が起きて何かをしな

ければいけない場合、医療はしても保険請求はできないわけです。医

者や看護婦がいれば、医療はしてもいいけれど無料なわけです。先生

ご存じですか。例えば、施設で急変した人がいた場合に点滴を入れた

とか、あるいはこういう薬剤を使ったというのは、保険請求できない

のです。そこにあらかじめ予測してあるものを備蓄しておいて、それ

を無料で提供しているわけなのです。70％は分かるのですけれど、7

0％でもとてもじゃないけれど、たった１人の救急のために年末年

始、何十万というお金が飛んでいく場合も、これも東京都さんも見え

ているからお分かりかと思うのですけれども、70という枠ではとても

あれだけの……。 
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全体で70です。個別の事業で97もあるし、100出る場合もある。そ

れをならして、大体70％に抑えないと赤字になってしまいますから、

結局、健全な事業ができないとサービスの提供できません。事業者

は、大体そんなところですよね。 

 

そうなのですよね。現状、後期高齢者の中でも、これだけ80、90、

90以上の人がいますと、とっても70％で抑えられない状態で、内情だ

と事務所判定委員会というのが毎週あると思うのですけれど、施設と

してはなるべく健康の人をとらなければいけないという感覚が、結構

皆さんあるわけなのですね。というのは、介護が３と４の境とか、す

ごく大変だなというような人よりも、介護１、２の人のほうが70％以

下に抑えられるという、そういう弊害も多分出ていると思いますし、

実感としてその辺と思っていますけれど、鈴木委員、いかがでしょう

か。 

 

おっしゃったように、それぞれの事業所で人件費率は違っています

し、介護保険で考えられている人件費と介護報酬で考えられている人

件費と実際の人件費はかなり違うと思います。そういった中で、国の

方向性で単価が、特養の場合ですと医療面で力を注げば単価が上が

る。でも、介護給付費を全体で考えるとパイは一緒なので、どこかを

下げてどこかを上げるという形で、今は重度の方に向けての単価にな

ってきているので、かなりそういう意味では、先ほど申し上げたよう

に、先行きがちょっと見えないということは正直あります。 

なので、ちょっと人件費だけでは考えられない、例えば施設ですと

建替えの費用も考えないといけないとかいろいろありますけれども、

そういう部分では先生がおっしゃるように、高齢者になってきて、同

じ何年か前のケアの仕方とは全く違いますので、その分では救急でも

かなり多くなっていますし、ケアの重度化という部分では本当に見え

ないところで全体的に多くなっていると思います。 

 

これは本当に大切な議論ですけれど、申し訳ないのですが、少しこ

この議論は、この介護保険の事業計画になるのかというと、むしろ介

護保険自体の課題として出てくる。ですから、先ほど利用者のために

なるのかと、３年というのは利用者のための混乱の３年目ではないか

という意見もあったり、そういうところで、もう何て言いますか、く
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るくる変わっていくという、ちょっと根幹のところが変わってくると

ころがあって、それに対しては一つの大きな問題指摘があったと。 

それから、安定して仕事してもらうためには一定の単価が必要なの

ですね。それを元にいくのですけれど、経営者にとってみると下げ

て、もっと事業展開するという場合もあれば、そこでやはり一定程度

確保して頑張る所もあれば、いろいろな所があるかと思います。しか

し、それも考慮できる単価でなかったらいけないわけです。だから、

そういう状況なのか、人材確保の指針が出ていますけれども、それが

なかなか適用できないというところが、大きな課題であるということ

の認識は、ここで明らかにしておきたいと思います。 

ただ、このところに規定は、記入することはちょっと大きな課題な

のでできないけれども、やはり一定の単価と、あと適正な運営を図る

ように実施主体である市もきちんとチェック機能を持つと、第三者評

価を持つということは言うまでもないので、仕組みとしてのつくりは

しておくと。しかし、根幹となる介護保険制度の問題に対して入る

と、今の保険料とか、こういう関わりの中ではちょっと難しくなって

きているという認識を、私は持っております。要は、抜本的な制度改

革が必要になってきているという認識はあります。それは、私の個人

的な考え方です。あといかがでしょうか。 

 

畠山です。確かに今、市川委員長がおっしゃったように制度の抜本

的な改正、改革をしなければいけないと思うのですけれども、現実、

今これだけの保険料が上がってきたということに関して、市民感情と

しては、これだけ上がったのにサービスが低下したではないかと、ち

っとも上がっていないではないかと。今までのを維持するために上げ

たのかとか、多分市民レベルでは、そういう不満が出てくると思うの

です。 

今、過剰医療とよく言われていますけれど、高齢者が過剰医療と、

これが問題になっていますね。だから、保険料を上げればいいじゃな

いか。要するに受益者負担を上げようじゃないかという話もあるので

す。この介護保険の場合は10％と、幅が決まってしまっていると、国

が決めたと。だとすれば、要するに受益者負担ですから、この第４段

階の上の５段階から13段階の人に対しては、20％くらいは払ってもら

えよと、そういうふうに制度を変えていかないと、多分これは永遠

に、高齢者が増えればどんどん保険料が上がっていくという形になっ

ていくのではないかなと、私は思います。 
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ありがとうございます。ご意見ということでお伺いし、記録に記し

ます。よろしいでしょうか。また、所得階層ですが、どこまで細分化

するかというのは、大きな課題になりますので、基本は６段階でした

から、かなり分化しました。ほかのどの自治体も、細分化していま

す。低所得対策しているけれど、これ以上は分化もできないかもしれ

ないから、それはこの３年をかけて検討するところだと思います。 

今まで、８回分議論したものがありますので、今後の運営について

は、今回の意見をふまえて加筆修正していくことになります。その後

チェックをしていただきます。よろしければ、今後の予定のところに

入りますが、よろしいでしょうか。 

 

すみません。こちらの事業計画のほうですが、幾つか少しレイアウ

ト的なところで足りていないかなと思うようなところもありまして、

そこは追加するということを考えていますが、先に、24ページの下の

図表－５「本計画期間中の施設整備予定」の一番右側に、合計（累

計）とあります。この累計という言い方は、変だと思うのです。合計

と累計と基本的に同じ意味だと思うのです。例えば合計のところを目

標として、23年度が現状ですから24年度から26年度までの３年間の目

標として、例えば介護老人福祉施設については、目標は１施設で、累

計は３施設、100人が目標で累計は296人というふうすれば、ここのと

ころは理由が分かると思うのですが、合計（累計）というふうにして

しまうと、合計って何だろうということにならないですかね。 

 

すみません。分かりづらい表記になっているところについては、訂

正させていただこうと思います。 

 

「平成23年度現在」のところを２重線にすれば、ここからがいわゆ

る本計画期間中の施設整備で施設整備の合計が１だと。前と合わせた

ものがこうという形で差別化していかないと、何か突然出てくると。

そこをちょっと、今、部長さんがおっしゃった文言を訂正しながら、

少なくとも、今あるものとこれからのものと分けて考えなければいけ

ないので、２重線にするとか何とかを検討したらいいかと思うので

す。 

 

そこを入れさせていただいて、「小金井しあわせプラン」のほうに
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も、「現況と課題」という形で書かれているので、少しその辺を精査

させていただきたいと思います。それから、時間がないところですみ

ません。例えば２ページの「日常生活圏域」の表も上に表題もないで

すし、あとは25ページの一番目の標準のところが種別年度であると

か、そういったものが全部抜けております。前のページの続きといっ

ても表側が違ってきますので、そういうところの表上は抜けていると

いうところです。それから、一番最後のページの34ページのところ

の、やはり表の一番上のところで表題がないというところが、全て抜

けているところだと思いますので、該当する部分についてはこちらの

ほうで確認させていただいて、必要な表記をさせていただくというこ

とでよろしいでしょうか。 

 

よろしいですね。 

 

異議なし 

 

お願いいたします。 

 

少しお伺いしたいのですが、この素案とありますね。小金井市保健

福祉総合計画の第５章というのは、介護保険高齢者介護保険福祉総合

計画との関係はどうなっているのですか。ここでは、計画書も含め

て、文言が一つになるのでしょうか。 

 

こちらにつきましては、事前配布をさせていただいたものですけれ

ども、表題につけさせていただいたものは、もともと「介護保険・高

齢者保険福祉総合計画」という形で、ここの素案のほうの171ページ

からの部分の、一つ前にこのような形で、全体の計画のうちの分野別

の計画の一つということでのお名前を付けさせていただいています。

今回お示しした第５章が、「小金井市保健福祉総合計画（素案）」の冊

子の「介護保険高齢者保健福祉総合事業計画」の第５章のところに、

そのままそっくり入るような位置付けになっております。ですので、

資料としてお出しする際に素案としての表紙をつけさせていただいた

だけですので、そちらのほうはご了解いただければと思います。ご説

明が不足していて申し上げございません。 

 

よろしいでしょうか。では、今後の予定をお願いします。 
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介護福祉課長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

それでは、今後の予定と現状の今までのスケジュールの関係で、先

ほど少しお話しにも出ましたけれども、パブリックコメント等につい

ての説明をさせてください。今年になりまして、平成24年１月４日か

ら、来月、平成24年２月３日の金曜日までという期間を設けさせてい

ただいて、今、送りさせていただいている「小金井市保健福祉総合計

画」の素案という冊子の部分、つまりは今回の介護保険の事業計画に

あたる第５章を除いた部分を、パブリックコメントにかけているとこ

ろです。 

市内の施設、今、市役所の第２庁舎の２階にあります地域福祉課、

もしくは第２庁舎１階の広報秘書課の広聴係、あとは市内の各施設、

公民館、福祉会館等、こちらの高齢者の関わる部分ですと各地域包括

支援センター等に、こちらの素案等を置かせていただき、パブリック

コメントの文章をお付けして行っているところです。また、こちらに

つきましては、市のホームページでもこの素案の内容を公表してお

り、パブリックコメントについて求めているところです。 

ご提出の方法につきましては、２月３日までの間に、住所・氏名・

年齢・施策名称等を明記の上、郵送・ＦＡＸまたは電子メール等で地

域福祉課のほうへ提出いただくようになっております。用紙について

は、市のホームページからもダウンロードできますし、施設のほうに

置かせていただいている部分につきましては、書類を置かせていただ

いています。 

現状、１月４日から本日までの間に、こちらのほうでご意見をお出

しいただいた件数につきましては２件あったと聞いております。内容

につきましては、１つが障害福祉計画について、もう１件が地域福祉

計画についての内容だったということです。 

また、１月に２回、市民説明会をこの素案について行っておりま

す。１回目が１月14日土曜日の午後、こちらの801会議室のほうで実

施をしています。参加者の人数は17名、質問は10件ほどありました。

高齢者に関する部門につきましては、計画の内容についてというより

も介護予防に関するアンケート結果のほうで、事業の知名度について

は増えているという結果が出ているけれども、なかなか申し込んでも

利用ができなかったり、サービスを知らない人というのもまだまだい

ると思うと。そういう方たちを福祉サービスに結び付けるような方策

を聞きたいというようなご質問があって、一定地域包括支援センター

等の取り組み等、ご紹介しながらお答えをしたところです。 
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また、２回目といたしましては、その翌週の１月22日日曜日、同じ

午後の時間帯に実施をさせていただきました。場所も同じく、801会

議室のほうで実施をしております。この日の参加者は10名いらっしゃ

いまして、こちらにおきましては、高齢福祉計画に関するご質問とい

うのは、直接はございませんでした。２回を通して、やはり災害時の

対応に関する部分、それは高齢者の施策と地域福祉の施策のほうで重

点項目として載せていましたので、そちらに関するご質問というの

は、一定出ていたところです。 

まずは２月の３日までパブリックコメントを、こちらの素案につい

ては行っておりますので、それまでに出てきた意見等を精査させてい

ただいて、修正等を加えるところは修正をするような形になります。

また、先ほどお話ししたとおりに第５章の介護保険の事業計画につき

ましては、こちらのパブリックコメントにかかっていない状況がござ

いますので、一定、今日の会議の中でご指摘受けた部分等の精査をさ

せていただいた状況で、地域包括支援センター等の窓口に、こちらも

一定期間、周知のために置かせていただく予定でございます。 

次回は、策定委員会及び全体会の合同開催という形になりますが、

こちらが２月17日金曜日、場所が前原暫定集会施設のＢ会議室のほう

を予定しております。お時間は２時からになります。 

この際に、本日のご指摘等含め、また、２月３日までのパブリック

コメントの結果等受けて修正をした形で、「介護保険・高齢者保健福

祉総合事業計画」の部分につきまして、一応最終稿という形でこちら

の運営協議会のほうにお示ししたいと考えているところです。そちら

のほうで、ご承認をいただいた上で３月の中旬になるかと思うのです

けれども、地域福祉総合計画のほうで分野別計画を全て取りまとめた

形にして、小金井市保健福祉総合計画として最終の形にし、その策定

委員会のほうで最終の形のものをお諮りするような形を予定している

ところです。 

また、素案の段階では付いていないのですけれども、後ろのほうに

総合計画の、例えば策定委員の方のお名前ですとか、会議の実施状況

等を付けた部分が添付される予定ですので、それについても、可能な

限り２月17日の日にお示しできればと考えているところです。 

それと、本日、お手元に配付しました「第５期事業計画期間におけ

る保険料基準額」の資料でございますが、１月30日に厚生文教委員会

がございます。そちらのほうに、同様の資料を提示させていただきま

して、保険料の改正について、議会のほうに示すような形を予定して
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市川委員長 

 

 

 

介護福祉課長 
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市川委員長 

おります。こちらのほう、ご了解いただければと思います。 

 

ご意見、ありますでしょうか。今までやったパブリックコメント

は、今こちらで、口頭でおっしゃったことを、あとで配付でもいいで

すから、きちんと文章にしておいたほうがいいです。 

 

はい。パブリックコメント、もしくは市民説明会の結果につきまし

ては、文章にして、またご質問の内容もしくはご指摘の内容について

は、回答をお示しした形で文章にいたしますので、そちらは出来次

第、次回の会議のときには皆様にご提示できればと考えております。 

 

それでは、福祉部長、どうぞ。 

 

本日は、長い時間ありがとうございました。今日、やっとここでお

示しができたなと思うのですけれども、ご指摘いただきましたよう

に、非常に遅く示された内容があります。その割には、非常に大きな

問題をはらんだ計画になっていると思います。ここに来て、やはり介

護保険制度に問題があるというふうに、私は思っております。 

先ほどの地域間格差の問題も、もちろんそうですけれども、保険料

が払いきれなくなってしまう。結局、介護保険制度の運営がうまくい

かなくなってしまうというところに、だんだん近づいているのかなと

思いますので、今日、いただきましたご意見を集約いたしまして、東

京都あるいは国に言うべきことは言っていくと。市で努力してできる

ことについては、最大限させていただくという姿勢で、今後も進めて

まいりたいと思いますので、ご協力をいただきたいと思います。 

本日は、ありがとうございました。 

 

では、これで終わります。どうもありがとうございました。 



 

 - 28 - 

提 出 資 料 

(１)事前配布資料 

○第５期小金井市介護保険・高齢者保健福祉総合事業計画 

（素案）第５章 

 

(２)当日配布資料 

○第５期事業計画期間における介護保険料基準額（案） 

そ の 他  

 


